臨時・非常勤等職員の要求モデル

１．雇用安定

（１）恒常的な業務に就いているフルタイムまたはフルタイムに準じる職員については、パート労働法の趣旨を踏まえ、正規職員への転換措置をはかること。

（２）恒常的な業務に就いている職員について、雇用更新年限が設けられている場合、その廃止と雇用継続を行うこと。

（３）消費生活相談員について、消費者庁通知（2012年８月）や特命担当大臣メッセージ（同年７月）などを踏まえ、雇用更新年限の廃止と雇用継続を行うこと。

（４）雇用更新に際して「空白期間」や他の部署への「たらい回し」がある場合、それを廃止すること。

（５）雇用継続、処遇改善のため予算の確保を行うこと。

	　

	●　民間労働法制であるパート労働法第12条は、「通常の労働者への転換推進措置」を明記しています。

　同じく民間労働法制である改正労働契約法は、①通算５年雇用で本人の申し込みにより有期雇用から無期雇用への転換、②「雇止め判例法理」（※）の法定化を定めました。無期雇用への転換を避けるために、通算５年に達する前での雇止めも懸念されますが、改正労働契約法の趣旨は、有期雇用労働の保護にあります。

　これら、パート労働法や労働契約法は、公務員には適用されませんが、総務省は「任用にあたっては、民間労働法制の動向を十分に念頭におく必要がある」（2012.3.28　公務員連絡会交渉・総務大臣回答）「パートタイム労働法の趣旨も踏まえた対応ができるよう、各地方公共団体に対して必要な助言や情報の提供等を行って参りたい」（2012.10.31 公務員連絡会地公部会交渉・公務員部長回答）などと回答しています。このため、パート労働法や労働契約法の趣旨と内容を踏まえ、恒常的業務に就く臨時・非常勤等職員の雇用継続、正規職員への転換ルールを求めていきます。

※有期労働契約の反復更新により無期労働契約と実質的に異ならない状態で存在している場合、または、有期労働契約の期間満了後の雇用継続につき合理的期待が認められる場合に、雇止めが客観的に合理的な理由を欠き社会通念上相当であると認められないとされて雇止めが制限され有期労働契約が更新（締結）されたものとみなす判例法理

●　臨時・非常勤等職員の更新について、３年、５年など上限を設定している場合には、上限について法律上の明記がないこと、業務の性格や業務の期間により任期は異なることから、上限撤廃を求めます。

●　臨時的任用職員（地公法22条）について、業務が継続しているにもかかわらず任期の満了（最長１年）を理由に雇い止めにすることについては、臨時的任用職員であっても非常勤職員と同様に再任用は可能であることから、雇用継続を求めていきます。

●　臨時的任用職員の再任用では、2009年10月９日総務省交渉回答なども踏まえ、１日や１週間などの空白期間を置くことなく雇用継続とします。

●　国の非常勤職員においても、不必要に短い任期を定めることのないよう配慮しなければならない（人事院規則の改正８－12－８第46条２の３および４）として、任期は業務が行われる期間にあわせて設定される必要があり、特定の制度の適用を避けるために任期と任期の間を１日空けるような運用は、適当ではないとの考え方がとられています。（規則の改正2010年８月、10月施行）

●　消費生活相談員の雇い止め問題については、消費者庁が「一律に任用回数に制限を設けることは適当でない」と明記した消費者庁通知を2012年8月28日に策定し、各自治体に周知しています。また、内閣府特命担当大臣（消費者行政担当）からは、「①消費生活相談には、消費者問題に関する専門的な知識と、実務経験の積み重ねによって得られる事業者との交渉力などの技能が必要、②非常勤職員の行う業務の中にも恒常的な業務がある、③同一者の再度任用は排除されない、④各自治体においては、再度任用の回数について一律に制限を設けることなく、専門性に配慮した任用と処遇を行うこと」を盛り込んだメッセージを2012年７月31日に各自治体へ発しています。これら消費者庁通知と大臣のメッセージは、総務省とも内容確認のうえ発信しています。これらの指針、メッセージを活用し、消費生活相談員はもちろん、他の職種の雇い止めの交渉にも活用することとします。

●　任期付短時間勤務職員制度の任期についても、再任用は妨げられないとされていることから、業務が継続し、本人が希望する場合には雇用継続とするルールを確立します。

	　


２．最低到達条件

（１）自治労の自治体最低賃金を時給1,000円を最低とし、正規職員との均等待遇をはかること。

（２）通勤手当（費用弁償を含む）について全額支払うこと。

（３）時間外勤務手当（追加報酬）について全額支払うこと。

（４）次の休暇・休業を制度化すること。

ア　年次有給休暇（年次繰り越しを含む）

イ　産前・産後休暇

ウ　病気休暇

エ　忌引き休暇

オ　短期介護休暇

カ　子の看護休暇

キ　育児・介護休業（休暇）

（５）健康診断について、６ヵ月以上勤続（見込み）・週勤務20時間以上の職員に実施すること。

（６）雇用保険・健康保険・厚生年金について、法定基準を最低に加入させること。

（７）2009年度より消費生活相談員の報酬にかかる地方交付税措置が拡充（150万円→300万円）されていることを踏まえ、非常勤職員である消費生活相談員の賃金改善を行うこと。

３．均等待遇

	　

	●　労働基準法をはじめ法令遵守など労働条件の底上げをめざすため、最低到達条件を設定し改善を求めます。

●　通勤手当（費用弁償を含む）、時間外勤務手当（追加報酬）については2009年４月の総務省通知においても支払うことが適当とされています。

●　育児・介護休業（休暇）については、地方公務員の改正育児・介護休業法（2010年11月改正）が一般職非常勤職員に適用されることになりましたが、特別職非常勤職員、臨時的任用職員には適用されません。このため、特別職非常勤職員、臨時的任用職員には自治体の条例・要綱により制度導入することとします。なお、総務大臣は「実態に応じて、自治体でもって（育児休業を）措置することができる」（2010年11月16日衆議院総務委員会）と答弁していることも活用し、制度導入をはかることとします。

	　


（賃　金）

（１）自治労の自治体最低賃金と経験年数を考慮した年齢別最低保障賃金を確立すること。

（２）賃金（報酬）について、人事院指針（2008年８月26日）や総務大臣答弁（2009年５月26日）などを踏まえ、職務内容（職務の内容と責任）、在勤する地域、職務経験等の要素を考慮し、改善すること。

（３）諸手当（相当報酬）について、正規職員との均等待遇による支給とすること。

（４）週の労働時間が定まり、６ヵ月以上勤務予定の職員には、月給制度を適用すること。

	　

	●　総務省交渉の積み上げの成果として、総務大臣は、2012年６月１日の国会質疑において「臨時・非常勤職員の任用に当たっては、通常の労働者との均衡のとれた待遇の確保というパート労働法の趣旨も踏まえた対応がなされていることが重要。総務省としても、各地方公共団体に対し、必要な助言や情報の提供等を行ってまいりたい」と答弁しています。この均衡待遇の確保は重要であるとの総務大臣見解を活かし、賃金、その他の労働条件の均等待遇の実現を当局に迫っていくこととします。

●　手当については、2010年９月の茨木市（最高裁）、枚方市（大阪高裁）などの裁判例において、任用根拠に関わりなく勤務実態にあわせて常勤職員であると認められれば手当の支給を認めています。

　また、2012年８月28日の国会答弁で総務省公務員部長は、「勤務実態が常勤の職員と同様であれば常勤の職員に該当することを認めるとした2008年７月の東京高裁の裁判例があることにも留意をする必要がある」との趣旨の答弁をしています。この裁判では、週勤務が22.5時間の保育士にも、勤務実態が常勤職員と同様であったとして、手当支給が認められています。

　総務大臣も述べている「均衡待遇の確保」の観点からも、まずは手当（相当額）の支給を求め、それが困難な場合は、基本給への追加報酬などを求めます。

	　


（休暇、その他の労働条件）

（５）休暇諸制度について、その種類、期間、賃金保障など正規職員との均等待遇を行うこと。

（６）地方公務員災害補償基金の対象とならない職員について、労働災害の補償制度を整備すること。また、日常的な安全衛生活動の対象とすること。

（７）職場のハラスメントの防止・解決制度に臨時・非常勤等職員を対象とすること。

（８）パート労働法に準じて、教育訓練の実施、福利厚生への配慮、短時間雇用管理者の設置、労使による苦情処理機関の設置を行うこと。

（９）任期付短時間勤務職員の給料・諸手当について、正規職員との均等待遇を行うこと。また、定期昇給を行うこと。

４．地方三団体（知事会、市長会、町村会）への上申

　非常勤職員に諸手当支給を認める地方自治法改正、パート労働法の趣旨の地方自治体への適用、任期の定めのない短時間勤務職員制度の創設などの法整備について、地方三団体（知事会、市長会、町村会）が国に要望するよう、全国知事会、ブロック及び県市長会、県町村会に要請すること。

５．文書協定、労働協約

　以上の要求について、労使で合意したときは、文書協定（非現業の職員団体）または労働協約（現業、公営企業の労働組合、民間労働組合）として締結すること。
